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立命館大学政策科学研究科博士論文「論文内容の要約」 
 
Ⅰ 題名 
 地方自治法改正史 
 
Ⅱ 全体要旨 
 本論文は、地方自治法について、1947（昭和 22）年の制定から 2012（平成 24 年）まで

の 66年間にわたる、計 402件の改正の趣旨と内容を制定・公布年順に考察したものである。

我が国の地方自治制度の基本法であり、憲法の附属法典性も有する地方自治法について、

上記期間の全改正事項を、編年体で網羅的に集成・検討した。 
 
Ⅲ 目的と章構成 
 本論文の目的は、1947（昭和 22）年の制定から 2012（平成 24 年）までの地方自治法の

全改正法について、題名、改正件数の推移、改正法提案主体別の件数、時代区分、各改正

法の制定経緯及び内容等を明らかにすることである。 
 章構成は、以下のとおりである。 
第１部 概観 
第１章 1947（昭和 22）年～2012 （平成 24）年の地方自治法改正法の全体像 
第２章 地方自治法改正法の件数等の推移 
第３章 地方自治法改正法の概括的把握 
第２部 地方自治法改正法の趣旨・内容   
１ 1946（昭和 21）年：第１次地方制度改正 
２ 1947（昭和 22）年：地方自治法の制定及び地方自治法の第１次改正法等による改正 
３ 1948（昭和 23）年：地方自治法の第２次～第６次改正法等による改正 
４ 1949（昭和 24）年：郵政省設置法及び電気通信省設置法の施行に伴う関係法令の整理

に関する法律等による改正 
５ 1950（昭和 25）年：第７次改正法等による改正 
６ 1951（昭和 26）年：第８次改正法等による改正 
７ 1952（昭和 27）年：第９次改正法等による改正 
８ 1953（昭和 28）年：第 10 次改正法等による改正 
９ 1954（昭和 29）年：第 11 次改正法等による改正 
10 1955（昭和 30）年：国会法の一部を改正する法律等による改正 
11 1956（昭和 31）年：第 12 次改正法等による改正 
12 1957（昭和 32）年：農業又は水産に係る産業教育に従事する国立及び公立の高等学校

の教員に対する産業教育手当の支給に関する法律等による改正 
13 1958（昭和 33）年：第 13 次改正法等による改正 
14 1959（昭和 34）年：第 14 次改正法等による改正 
15 1960（昭和 35）年：自治庁設置法の一部を改正する法律等による改正 
16 1961（昭和 36）年：第 15 次改正法及びスポーツ振興法による改正 
17 1962（昭和 37）年：第 16 次改正法等による改正 
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18 1963（昭和 38）年：第 17 次改正法等による改正 
19 1964（昭和 39）年：地方自治法等の一部を改正する法律等による改正 
20 1965（昭和 40）年：市町村の合併の特例に関する法律等による改正 
21 1966（昭和 41）年：公職選挙法の一部を改正する法律による改正 
22 1967（昭和 42）年：住民基本台帳法等による改正 
23 1968（昭和 43）年：公職選挙法の一部を改正する法律による改正 
24 1969（昭和 44）年：第 18 次改正法等による改正 
25 1970（昭和 45）年：第 19 次改正法等による改正 
26 1971（昭和 46）年 
27 1972（昭和 47）年：漁港法の一部を改正する法律による改正 
28 1973（昭和 48）年：公害健康被害補償法による改正 
29 1974（昭和 49）年：第 20 次改正法による改正 
30 1975（昭和 50）年：一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律等による

改正 
31 1976（昭和 51）年 
32 1977（昭和 52）年：第 21 次改正法及び一般職の職員の給与に関する法律の一部を改

正する法律による改正 
33 1978（昭和 53）年 
34 1979（昭和 54）年 
35 1980（昭和 55）年：附属機関、地方支分部局等に関する規定の整理等に関する法律等

による改正 
36 1981（昭和 56）年：母子福祉法の一部を改正する法律による改正 
37 1982 （昭和 57） 年：障害に関する用語の整理に関する法律及び公職選挙法の一部を

改正する法律による改正 
38 1983（昭和 58）年：行政事務の簡素合理化及び整理に関する法律による改正 
39 1984（昭和 59）年：日本電信電話株式会社法及び電気通信事業法の施行に伴う関係法

律の整備等に関する法律等による改正 
40 1985（昭和 60）年：地方公共団体の事務に係る国の関与等の整理、合理化等に関する

法律及び地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律による改正 
41 1986（昭和 61）年：第 22 次改正法等による改正 
42 1987（昭和 62）年 
43 1988（昭和 63）年：第 23 次改正法による改正 
44 1989（昭和 64・平成元）年：一般職の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法

律及びへい獣処理場等に関する法律の一部を改正する法律による改正 
45 1990（平成２）年：老人福祉法等の一部を改正する法律による改正 
46 1991（平成３）年：第 24 次改正法等による改正 
47 1992（平成４）年：第 25 次改正法等による改正 
48 1993（平成５）年：第 26 次改正法等による改正 
49 1994（平成６）年：第 27 次改正法等による改正 
50 1995（平成７）年：保険業法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律等による改



3 
 

正 
51 1996（平成８）年：民間活動に係る規制の改善及び行政事務の合理化のための厚生省

関係法律の一部を改正する法律等による改正 
52 1997（平成９）年：第 28 次改正法等による改正 
53 1998（平成 10）年：地方自治法等の一部を改正する法律等による改正 
54 1999（平成 11）年：地方分権一括法等による改正 
55 2000（平成 12）年：第 29 次改正法等による改正 
56 2001（平成 13）年：弁護士法の一部を改正する法律等による改正 
57 2002（平成 14）年：地方自治法等の一部を改正する法律等による改正 
58 2003（平成 15）年：第 30 次改正法等による改正 
59 2004（平成 16）年：第 31 次改正法等による改正 
60 2005（平成 17）年：一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律等によ

る改正 
61 2006（平成 18）年：第 32 次改正法等による改正 
62 2007（平成 19）年：地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

等による改正 
63 2008（平成 20）年：第 33 次改正法等による改正 
64 2009（平成 21）年：農地法等の一部を改正する法律等による改正 
65 2010 （平成 22）年：地方交付税法等の一部を改正する法律等による改正 
66 2011 （平成 23） 年：第 34 次改正法等による改正 
67 2012 （平成 24） 年：第 35 次改正法等による改正 
今後の展望 結語に代えて  
参考文献及び略語表（巻末） 
索引（巻末） 
 
Ⅳ 各章要約 
第１部 概観 
 
第１章 1947（昭和 22）年～2012 （平成 24）年の地方自治法改正法の全体像 

1947（昭和 22）年の地方自治法制定以降、2012（平成 24）年 12 月までの 66 年間にお

ける地方自治法を改正する法律の全てを一覧表にして示す。1947 年の第１次改正（昭和 22
年法律 169 号）から 2012 年の年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成 24 年法律

102 号）まで、計 402 件の地方自治法改正法がある 。 
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第２章 地方自治法改正法の件数等の推移 
 1947 年～2012 年における地方自治法改正法の件数の推移は、下記の表１のとおりである。 
表１：自治法改正法の件数の推移（1947-2012 年） 

年 件数 年 件数 年 件数 
1947 2 1969 3 1991 7 
1948 10 1970 6 1992 8 
1949 3 1971 0 1993 7 
1950 4 1972 1 1994 9 
1951 3 1973 1 1995 9 
1952 10 1974 1 1996 8 
1953 3 1975 4 1997 7 
1954 5 1976 0 1998 11 
1955 4 1977 2 1999 15 
1956 3 1978 0 2000 18 
1957 4 1979 0 2001 16 
1958 5 1980 3 2002 21 
1959 3 1981 1 2003 15 
1960 5 1982 2 2004 21 
1961 2 1983 1 2005 15 
1962 6 1984 4 2006 17 
1963 3 1985 2 2007 20 
1964 4 1986 3 2008 11 
1965 4 1987 0 2009 8 
1966 1 1988 1 2010 7 
1967 3 1989 2 2011 18 
1968 1 1990 1 2012 8 

    1947-2012 402 
 なお、402 件を提案者別で区分すると、内閣が 341 件（84、84％）、議員・委員会が 61
件（15.17％）で、同時期の全制定法の比率（84.49％対 15.51％）とほぼ同じである。 
 
第３章 地方自治法改正法の概括的把握 
 第２章で示した地方自治法改正法の件数推移や塩野宏（1995）等の先行研究を考慮し、

1947 年から 2012 年までの 66 年間の時代区分として、下記の表２を仮案として提示する。 
表２  地方自治法改正史の時代区分（1947-2012 年） 
期 期間 期の特徴 
1 1947～1952 年 占領改革の実行 
2 1953～1970 年 占領後改革の実行 
3 1971～1990 年 改革の停滞 
4 1991～1999 年 地方分権改革の助走・実行 
5 2000～2007 年 地方分権改革の推進 
6 2008～2012 年 地域主権改革の構想・実行 



5 
 

第２部 地方自治法改正法の趣旨・内容   
 本書の第２部においては、402 件の地方自治法改正法について、その制定・公布年順に、

それぞれの改正法の制定経緯や内容等を考察する。 
 
１ 1946（昭和 21）年：第１次地方制度改正 

1946（昭和 21）年に日本国憲法が制定・公布された。同年には、これと平行して、都長

官、府県知事及び市町村長を直接公選とするなど、新憲法の地方自治の規定と整合するよ

うに地方制度の改正、いわゆる第１次地方制度改正が行われた。本章では、この第１次地

方制度改正の改正経緯や特徴的な内容等について述べる。 
 

２ 1947（昭和 22）年：地方自治法の制定及び地方自治法の第１次改正法等による改正 
 1947（昭和 22）年には、地方自治法（昭和 22 年法律 67 号）が制定され、同法は、同年

５月３日に日本国憲法の施行と同時に施行された。憲法と同日の施行日であることは、「憲

法附属法律」とよばれる地方自治法の特徴を端的に示している。 
 地方自治法は、従来の東京都制、府県制、市制及び町村制の内容に改正を加えつつ、こ

れらを一本の法律にまとめたものである。 
 地方自治法制定直後から改正の動きがあり、1947 年中に早くも２件の改正法による改正、

すなわち、地方自治法の第１次改正法による改正及び警察法（昭和 22 年法律 196 号）制定

に伴う改正が行われた。 
 
３ 1948（昭和 23）年：地方自治法の第２次～第６次改正法等による改正 
 1948（昭和 23）年には、地方自治法の第２次から第６次にいたる改正法（昭和 23 年法

律 14 号、32 号、179 号、180 号及び 280 号）及び他法による地方自治法の改正法が５件、

計 10 件の改正法がある。この中で、改正事項が多いのは、第４次の改正法（昭和 23 年法

律 179 号）である。 
 
４ 1949（昭和 24）年：郵政省設置法及び電気通信省設置法の施行に伴う関係法令の整理

に関する法律等による改正 
 1949（昭和 24）年には、郵政省設置法及び電気通信省設置法の施行に伴う関係法令の整

理に関する法律（昭和 24 年法律 161 号）など他法による地方自治法の改正法が３件ある。 
 
５ 1950（昭和 25）年：第７次改正法等による改正 
 1950（昭和 25）年には、第７次改正法（昭和 25 年法律 143 号）及び他法による改正法、

計４件の改正法がある。 
 第７次改正法は、地方自治運営の現状に鑑み、地方公共団体における直接請求の手続、

各種争訴の手続等の整備、地方公共団体の事務処理機構の刷新及び監査機能の強化を図る

等の措置を講じようとするものである。 
 他法による改正法としては、公職選挙法の施行及びこれに伴う関係法令の整理等に関す

る法律（昭和 25 年法律 101 号）等の３件がある。 
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６ 1951（昭和 26）年：第８次改正法等による改正 
1951（昭和 26）年には、第８次改正法（昭和 26 年法律 160 号）及びその後の他法によ

る改正法、計３件の改正法がある。 
 第８次改正法は、議員立法によるもので、東京都における任意設置の部に既存の建築

局のほかに主税局及び港湾局の２局を掲げて、都は必要に応じ、条例をもってこれらの局

を置くことができるようにするものである。 
 他法による改正法としては、地方公務員法の制定に伴う関係法律の整理に関する法律

（昭和 26 年法律 203 号）及び計量法施行法（昭和 26 年法律 208 号）の２件がある。 
 
７ 1952（昭和 27）年：第９次改正法等による改正 
 1952（昭和 27）年には、第９次改正法及び他法による改正法、計 10 件の改正法がある。 
 地方自治法の第９次改正法（昭和 27 年法律 306 号）は、政令諮問委員会答申などに基づ

き、地方自治法制における戦後体制の見直しを行ったものである 。 
 他法による地方自治法の改正には、戦後体制の見直しの中の行政機構改革の一環として

制定された中央省庁改革関連法によるものが多い。内容的には、国の地方行政機関の国会

の承認の要否等を定める規定《156 条５項》を改めるものである。他法による改正法の一つ

である地方公営企業労働関係法（昭和 27 年法律 289 号）は、労働法規に関する戦後改革の

見直しを具体化するものの一つである。 
 
８ 1953（昭和 28）年：第 10 次改正法等による改正 
 1953（昭和 28）年には、第 10 次改正法及び他法による改正法、計３件の改正法がある。 
 第 10 次改正法（昭和 28 年法律 212 号）は、別表及び地方行政機関関係規定等の改正の

ほか、職員の共同設置を可能とする規定の新設などを内容とする。 
 他法による改正法としては、北海道防寒住宅建設等促進法（昭和 28 年法律 64 号）及び

未帰還者留守家族等援護法（昭和 28 年法律 161 号）である。これらの改正は、別表の整理

など技術的なものである。 
 
９ 1954（昭和 29）年：第 11 次改正法等による改正 
 1954（昭和 29）年には、第 11 次改正法及び他法による改正法、計５件の改正法がある。 
 第 11 次改正法（昭和 29 年法律 193 号）は、警察法の改正に伴う規定の整備、市の人口

要件の改正（３万から５万に改めるもの）、財産区に関する規定の整備等を内容とする。 
 他法による改正法としては、農業委員会法の一部を改正する法律（昭和 29 年法律 185 号）

等の４件がある。 
 
10 1955（昭和 30）年：国会法の一部を改正する法律等による改正 

1955（昭和 30）年には、国会法の一部を改正する法律（昭和 30 年法律３号）等、他法

による改正法が４件ある。 
 昭和 30 年法律３号による地方自治法の改正では、一の普通地方公共団体のみに適用され

る特別法の住民投票の手続に関する規定が整備された。 
 この年の改正法は、４件全てが議員立法によるもので、地方自治法の改正内容に関して
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は、規定の整理が中心である。 
  
11 1956（昭和 31）年：第 12 次改正法等による改正 
 1956（昭和 31）年には、第 12 次改正法（昭和 31 年法律 147 号）及び他法による改正法、

計３件の改正法がある。 
 第 12 次改正法は、都道府県と市町村の地位・権能を明らかにしたり、長年の懸案であっ

た特別市に関する規定を削除して指定都市制度を創設したりするなど、現在でも議論にな

っている論点に関する改正内容を含んでいる 。 
 他法による改正法としては、官庁営繕法の一部を改正する法律（昭和 31 年法律 71 号）

及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律の施行に伴う関係法律の整理に関する法律

（昭和 31 年法律 163 号）がある。 
 
12 1957（昭和 32）年：農業又は水産に係る産業教育に従事する国立及び公立の高等学校

の教員に対する産業教育手当の支給に関する法律等による改正 
 1957（昭和 32）年には、農業又は水産に係る産業教育に従事する国立及び公立の高等学

校の教員に対する産業教育手当の支給に関する法律（昭和 32 年法律 145 号）等、４件の他

法による改正法がある。 
 昭和 32 年法律 145 号による地方自治法の改正は、手当関係規定において「産業教育手当」

を追加するものである。 
 
13 1958（昭和 33）年：第 13 次改正法等による改正 
 1958（昭和 33）年には、第 13 次改正法（昭和 33 年法律 53 号）及び他法による改正法、

計５件の改正法がある。 
 第 13 次改正法は、政府案の段階では、別表改正など条文の整理を内容とする形式的なも

のであったが、国会修正により、町村議会の事務局の法制化及び市の人口要件についての

臨時の特例措置という実質的な内容が加わったものとなった。 
 他法による改正法は、衛生検査技師法（昭和 33 年法律 76 号）等、４件ある。 
 
14 1959（昭和 34）年：第 14 次改正法等による改正 
 1959（昭和 34）年には、第 14 次改正法（昭和 34 年法律 12 号）及び他法による改正法、

計３件の改正法がある。 
 第 14 次改正法は、教員等の在職期間の通算措置に関するものである。 
 他法による改正法は、警察官に協力援助した者の災害給付に関する法律の一部を改正す

る法律（昭和 34 年法律 87 号）及び国税徴収法の施行に伴う関係法律の整理等に関する法

律（昭和 34 年法律 148 号）である。 
 
15 1960（昭和 35）年：自治庁設置法の一部を改正する法律等による改正 
 1960（昭和 35）年には、自治庁設置法の一部を改正する法律（昭和 35 年法律 113 号）

等、計５件の改正法がある。 
 昭和 35 年法律 113 号による地方自治法の改正は、自治省の設置に伴い、本則中の「内閣
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総理大臣」及び「自治庁長官」を「自治大臣」に改めるものである。 
 1960 年のその他の改正法による改正事項としては、地方自治法の手当関係規定に関する

ものが多い。 
 
16 1961（昭和 36）年：第 15 次改正法及びスポーツ振興法による改正 
 1961（昭和 36）年には、第 15 次改正法（昭和 36 年法律 235 号）及びスポーツ振興法（昭

和 36 年法律 141 号）という２件の改正法がある。 
 第 15 次改正法は、公有水面のみにかかる市町村の境界を定める手続規定等を定めるもの

である。 
 スポーツ振興法は、議員立法により制定されたもので、地方自治法については、その別

表を改正するものである。 
 
17 1962（昭和 37）年：第 16 次改正法等による改正 
 1962（昭和 37）年には、第 16 次改正法（昭和 37 年法律 133 号）及び他法による改正法、

計６件の改正法がある。 
 第 16 次改正法は、選挙管理委員の任期を３年から４年にするなどの改正を行なうもので

ある。 
 他法による改正法としては、行政事件訴訟法の施行に伴う関係法律の整理等に関する法

律（昭和 37 年法律 140 号）及び行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整理等に関する法

律（昭和 37 年法律 161 号）による地方自治法の本則の改正が相当量となっている。 
 
18 1963（昭和 38）年：第 17 次改正法等による改正 
 1963（昭和 38）年には、第 17 次改正法（昭和 38 年法律 99 号）及び他法による改正法、

計３件の改正法がある。 
 第 17 次改正法は、地方財務制度の改正と地方開発事業団制度の創設を主な内容とする。 
 地方財務会計制度の改正は、改正前は基本的には府県制、市制、町村制当時のものを踏

襲していた地方財務制度に関する規定を大幅に改めることを内容とするものである。第 17
次改正法により樹立された地方財務制度の基本構造は、現在まで、維持されている。 
 他法による改正法は、農業改良助長法の一部を改正する法律（昭和 38 年法律 54 号）及

び老人福祉法（昭和 38 年法律 133 号）である。 
 
19 1964（昭和 39）年：地方自治法等の一部を改正する法律等による改正 
 1964（昭和 39）年には、地方自治法等の一部を改正する法律（昭和 39 年法律 169 号）

及びそれ以外の改正法、計４件の改正法がある。 
 地方自治法等の一部を改正する法律は、都区制度に関する改正を行うものである。 
 それ以外の改正法としては、母子福祉法（昭和 39 年法律 129 号）等がある。 
 
20 1965（昭和 40）年：市町村の合併の特例に関する法律等による改正 

1965（昭和 40）年には、市町村の合併の特例に関する法律（昭和 40 年法律６号）等、

４件の改正法がある。 
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 昭和 40 年法律６号による地方自治法の改正は、合併により設置される市の人口要件の特

例を定めるものである。 
 
21 1966（昭和 41）年：公職選挙法の一部を改正する法律による改正 
 1966（昭和 41）年では、地方自治法の改正法は、公職選挙法の一部を改正する法律（昭

和 41 年法律 77 号）の１件のみである。 
 昭和 41年法律 77号による地方自治法の改正は、直接請求関係規定を改めるものである。 
 
22 1967（昭和 42）年：住民基本台帳法等による改正 
 1967（昭和 42）年には、住民基本台帳法（昭和 42 年法律 81 号）等、３件の改正法があ

る。 
 住民基本台帳法による地方自治法の改正は、住民の記録に関する市町村の責務に関する

基本規定を新設するものである。 
 
23 1968（昭和 43）年：公職選挙法の一部を改正する法律による改正 
 1968（昭和 43）年では、地方自治法の改正法は、公職選挙法の一部を改正する法律（昭

和 43 年法律 39 号）の１件のみである。 
 昭和 43年法律 39号による地方自治法の改正は、直接請求関係規定を改めるものである。 
 
24 1969（昭和 44）年：第 18 次改正法等による改正 
 1969（昭和 44）年には、第 18 次改正法（昭和 44 年法律２号）及び他法による改正法、

計３件の改正法がある。 
 第 18 次改正法は、市町村に基本構想の策定を義務付けることや自治大臣及び知事への報

告の廃止など報告・許認可事項を整理することなどを内容とする。 
 他法による改正法は、公職選挙法の一部を改正する法律（昭和 44 年法律 30 号）及び都

市再開発法（昭和 44 年法律 38 号）である。 
 
25 1970（昭和 45）年：第 19 次改正法等による改正 
 1970（昭和 45）年には、第 19 次改正法（昭和 45 年法律１号）及び他法による改正法、

計６件の改正法がある。 
 第 19 次改正法は、議員立法によるもので、市の人口要件の特例に関するものである。 
 他法による改正法としては、国税通則法の一部を改正する法律（昭和 45 年法律８号）等

の５件がある。 
 
26 1971（昭和 46）年：1971（昭和 46）年には、地方自治法の改正法はなかった。 
 
27 1972（昭和 47）年：漁港法の一部を改正する法律による改正 

1972（昭和 47）年では、地方自治法の改正法は、漁港法の一部を改正する法律（昭和 47
年法律 106 号）の１件のみである。 
 昭和 47 年法律 106 号による地方自治法の改正は、本法附則を改め、強制徴収できる使用
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料等に、漁港法の規定により徴収すべき漁港の利用の対価等を加えるものである。 
 
28 1973（昭和 48）年：公害健康被害補償法による改正 
 1973（昭和 48）年では、地方自治法の改正法は、公害健康被害補償法（昭和 48 年法律

111 号）の１件のみである。 
 公害健康被害補償法による地方自治法の改正は、地方自治法の本法附則を改正し、下水

道法関連の強制徴収できる使用料等に、「汚濁原因者負担金」を加えるものである。 
 
29 1974（昭和 49）年：第 20 次改正法による改正 
 1974（昭和 49）年では、地方自治法の改正法は、第 20 次改正法（昭和 49 年法律 71 号）

の１件のみである。 
 第 20 次改正法は、特別区の区長の公選制を復活することや複合的一部事務組合の制度を

創設することなどを内容としている。 
 
30 1975（昭和 50）年：一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律等による

改正 
 1975（昭和 50）年には、一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律（昭和

50 年法律９号）等、４件の改正法がある。 
 昭和 50 年法律９号による地方自治法の改正は、手当関係規定において、「義務教育等教

員特別手当」を追加するものである。 
 
31 1976（昭和 51）年：1976（昭和 51）年には、地方自治法の改正法はなかった。 
 
32 1977（昭和 52）年：第 21 次改正法及び一般職の職員の給与に関する法律の一部を改

正する法律による改正 
 1977（昭和 52）年には、第 21 次改正法（昭和 52 年法律 46 号）及び一般職の職員の給

与に関する法律の一部を改正する法律（昭和 52 年法律 88 号）の２件の改正法がある。 
 第 21 次改正法は、議員立法により、都議会の定数増加について、特例措置の人口基準を

緩和するものである。 
 昭和 52 年法律 88 号による地方自治法の改正は、地方自治法の本法附則を改正し、育児

休業給を支給することができる旨の規定を置くものである。 
 
33 1978（昭和 53）年：1978（昭和 53）年には、地方自治法の改正法はなかった。 
 
34 1979（昭和 54）年：1979（昭和 54）年には、地方自治法の改正法はなかった。 
 
35 1980（昭和 55）年：附属機関、地方支分部局等に関する規定の整理等に関する法律等

による改正 
 1980（昭和 55）年には、1980 年における附属機関、地方支分部局等に関する規定の整

理等に関する法律（昭和 55 年法律 13 号）など３件の改正法がある。 
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 昭和 55 年法律 13 号による地方自治法の改正は、地方行政機関関係規定において、国会

の承認を要しない国の地方行政機関として、「入国管理事務所の出張所」を加えるものであ

る。 
 
36 1981（昭和 56）年：母子福祉法の一部を改正する法律による改正 

1981（昭和 56）年では、地方自治法の改正法は、母子福祉法の一部を改正する法律（昭

和 56 年法律 79 号）の１件のみである。 
 昭和 56 年法律 79 号による地方自治法の改正は、指定都市事務配分関係規定に関するも

のである。 
 
37 1982 （昭和 57） 年：障害に関する用語の整理に関する法律及び公職選挙法の一部を

改正する法律による改正 
1982（昭和 57）年には、障害に関する用語の整理に関する法律（昭和 57 年法律 66 号）

及び公職選挙法の一部を改正する法律（昭和 57 年法律 81 号）の２件の改正法がある。 
 昭和 57 年法律 66 号による地方自治法の改正は、別表の用語の整理をするものである。

昭和 57 年法律 81 号による地方自治法の改正は、議会選挙関係規定に関するものである。 
 
38 1983（昭和 58）年：行政事務の簡素合理化及び整理に関する法律による改正 
 1983（昭和 58）年では、地方自治法の改正法は、行政事務の簡素合理化及び整理に関す

る法律（昭和 58 年法律 83 号）の１件のみである。 
 昭和 58 年法律 83 号は、第２次臨調の答申及び 1982 年の行革大綱に基づくものである。 
 昭和 58 年法律 83 号による地方自治法の改正は、機関委任事務の整理に伴う別表の改正

である。 
 
39 1984（昭和 59）年：日本電信電話株式会社法及び電気通信事業法の施行に伴う関係法

律の整備等に関する法律等による改正 
 1984（昭和 59）年には、日本電信電話株式会社法及び電気通信事業法の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律（昭和 59 年法律 87 号）などの４件の改正法がある。 
 昭和 59 年法律 87 号による地方自治法の改正は、地方行政機関関係規定及び長期継続契

約関係規定における用語の整理である。 
 
40 1985（昭和 60）年：地方公共団体の事務に係る国の関与等の整理、合理化等に関する

法律及び地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律による改正 
 1985（昭和 60）年には、地方公共団体の事務に係る国の関与等の整理、合理化等に関す

る法律（昭和 60 年法律 90 号）及び地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭

和 60 年法律 108 号）の２件の改正法がある。 
 昭和 60 年法律 90 号による地方自治法の改正は、機関委任事務及び必置規制の整理合理

化等に伴い、別表を改正するものである。 
 昭和 60 年法律 108 号による地方自治法の改正は、退職年金の経過規定を定める本法附則

を削除するものである。 
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41 1986（昭和 61）年：第 22 次改正法等による改正 
 1986（昭和 61）年には、第 22 次改正法（昭和 61 年法律 75 号）など３件の改正法があ

る。 
 第 22 次改正法は、議員立法によるもので、土地信託制度を地方公共団体について導入す

るための改正である。 
 他法による地方自治法の改正法としては、日本国有鉄道改革法等施行法（昭和 61 年法律

93 号）及び地方公共団体の執行機関が国の機関として行う事務の整理及び合理化に関する

法律（昭和 61 年法律 109 号）の２件である。 
 昭和 61年法律 93号は、国鉄改革に伴い地方自治法の地方行政機関規定を改正している。 
 昭和 61 年法律 109 号は、機関委任事務の整理合理化に伴い地方自治法の別表を改正して

いる。 
 
42 1987（昭和 62）年：1987（昭和 62）年には、地方自治法の改正法はなかった。 
 
43 1988（昭和 63）年：第 23 次改正法による改正 
 1988（昭和 63）年には、地方自治法の改正法は、第 23 次改正法（昭和 63 年法律 94 号）

の１件だけである。 
 第 23 次改正法は、地方公共団体に土曜閉庁方式を導入し、地方公共団体の休日を定める

ための措置を講じるものである。 
 
44 1989（昭和 64・平成元）年：一般職の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法

律及びへい獣処理場等に関する法律の一部を改正する法律による改正 
 1989（昭和 64・平成元）年には、一般職の職員の給与等に関する法律の一部を改正する

法律（平成元年法律 73 号）及びへい獣処理場等に関する法律の一部を改正する法律（平成

元年法律 80 号）の２件の改正法がある。 
 平成元年法律 73 号は、地方自治法の手当関係規定に単身赴任手当を加えるもの、平成元

年法律 80 号は、地方自治法の別表中の用語を改めるものである。 
 
45 1990（平成２）年：老人福祉法等の一部を改正する法律による改正 
 1990（平成２）年では、地方自治法の改正法は、老人福祉法等の一部を改正する法律（平

成２年法律 58 号）の１件のみである。 
 平成２年法律 58 号による地方自治法の改正は、指定都市事務配分関係規定に関するもの

で、「精神薄弱者の福祉に関する事務」を追加するものである。 
 
46 1991（平成３）年：第 24 次改正法等による改正 
 1991（平成３）年には、地方自治法の第 24 次改正法（平成３年法律 24 号）など７件の

改正法がある。 
 第 24 次改正法は、機関委任事務制度の見直しなどその内容が多岐にわたる法律であり、

意見が大きく分かれる論点を含み、成立するまでに多くの時間を要したものである。 
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 他法による改正としては、罰金の額等の引上げのための刑法等の一部を改正する法律（平

成３年法律 31 号）など６件がある。 
 
47 1992（平成４）年：第 25 次改正法等による改正 
 1992（平成４）年には、地方自治法の第 25 次改正法（平成４年法律 29 号）など８件の

改正法がある。 
 第 25 次改正法は、全ての土曜日を閉庁とするため、地方公共団体の休日の制度を改正す

るものである。 
 他法による改正としては、地方自治法別表を改正する健康保険法等の一部を改正する法

律（平成４年法律７号）など７件がある。 
 
48 1993（平成５）年：第 26 次改正法等による改正 
 1993（平成５）年には、第 26 次改正法（平成５年法律 73 号）など７件の改正法がある。 
 第 26 次改正法は、議員立法によるものであり、都道府県又は市町村の長又は議会の議長

の全国的連合組織（いわゆる「地方六団体」）が、内閣に対し意見を申出、又は国会に意見

書を提出することができることとするものである。 
 他法による改正としては、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法

律（平成５年法律 51 号）など６件あり、地方自治法の別表を改正するものが多い。 
 
49 1994（平成６）年：第 27 次改正法等による改正 
 1994（平成６）年には、第 27 次改正法（平成６年法律 48 号）など９件の地方自治法の

改正がある。 
 第 27 次改正法は、地方公共団体の組織及び運営の合理化を図るため、中核市制度及び広

域連合制度を創設することなどを内容としている。 
 他法による改正としては、公職選挙法の一部を改正する法律（平成６年法律２号）など

８件あり、地方自治法の他法引用条文や別表を整理するものが多い。 
 
50 1995（平成７）年：保険業法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律等による改

正 
 1995（平成７）年には、保険業法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成７

年法律 106 号）など９件の改正法がある。 
 平成７年法律 106 号は、地方自治法の相互救済事業経営の委託関係規定において「保険

事業」を「保険業」に改めるものである。その他の地方自治法の改正法としては、別表を

改正するものが多い。 
 
51 1996（平成８）年：民間活動に係る規制の改善及び行政事務の合理化のための厚生省

関係法律の一部を改正する法律等による改正 
 1996（平成８）年には、民間活動に係る規制の改善及び行政事務の合理化のための厚生

省関係法律の一部を改正する法律（平成８年法律 107 号）など８件の改正法がある。 
 平成８年法律 107 号は、地方自治法の指定都市事務配分関係規定において、「社会福祉事
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業に関する事務」を追加するものである。 
 その他の法律による改正法は、地方自治法の別表を改正するものが多い。 
 
52 1997（平成９）年：第 28 次改正法等による改正 
 1997（平成９）年には、第 28 次改正法（平成９年法律 67 号）など７件の改正法がある。 
 第 28 次改正法は、外部監査制度を導入するための改正等を行おうとするものである。 
 他法の改正法としては、地域雇用開発等促進法の一部を改正する法律（平成９年法律 18
号）など６件あり、地方自治法の別表を改正するものが多い。 
 
53 1998（平成 10）年：地方自治法等の一部を改正する法律等による改正 
 1998（平成 10）年には、地方自治法等の一部を改正する法律（平成 10 年法律 54 号）な

ど 11 件の改正法がある。 
 平成 10 年法律 54 号による改正は、都から特別区への事務の移譲、都と特別区との間の

役割分担の原則の定立など都の特別区に関するものである。 
 これ以外の改正法としては、精神薄弱の用語の整理のための関係法律の一部を改正する

法律（平成 10 年法律 110 号）が地方自治法の指定都市事務配分関係規定及び別表中の「精

神薄弱者」を「知的障害者」に改めること、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成 10 年法律 114 号）が地方自治法の再議関係規定及び指定都市事務配分

関係規定中の「伝染病」を「感染症」に改めることなどの用語の整理を行うもののほか、

地方自治法の別表を改正するものが多い。 
 
54 1999（平成 11）年：地方分権一括法等による改正 
 1999（平成 11）年には、地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（平

成 11 年法律 87 号、「地方分権一括法」）など 15 件の改正法がある。 
 地方分権一括法は、その本則において、改正する１つの法律ごとに１条が立てられ、計

475 条が置かれ、附則には、国会における修正追加分を含め 252 条が置かれている大規模

な１件の法律である 。機関委任事務制度の廃止をはじめとする地方分権一括法による地方

自治法の改正は、第１次地方分権改革 の基本となる部分を構成している。 
 地方分権一括法と同時期に、中央省庁等改革のための国の行政組織関係法律の整備等に

関する法律（平成 11 年法律 102 号、「中央省庁等改革関連法」）が成立していて、この中央

省庁等改革関連法等により、地方自治法中の「自治大臣」を「総務大臣」とするなどの改

正が行われている。その後も中央省庁等改革関係法施行法（平成 11 年法律 160 号）等によ

り、地方自治法の地方行政機関関係規定等の改正が行われている。 
 なお、1999 年の改正法には、雇用・能力開発機構法（平成 11 年法律 20 号）のように地

方自治法の旧別表（地方分権一括法前のもの）を改正するものと精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律等の一部を改正する法律（平成 11 年法律 65 号）のように「新別表」（地

方分権一括法後のもの）を改正するものの両方がある。 
 
55 2000（平成 12）年：第 29 次改正法等による改正 
 2000（平成 12）年には、地方自治法の第 29 次改正法（平成 12 年法律 89 号）など 18
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件の改正法がある。 
 第 29 次改正法は、議員立法によるものであり、内容としては、常任委員会数の制限廃止、

政務調査費の制度化及び国会への意見書提出権創設等を行うものである。 
 他法の改正法としては、租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成 12 年法律 13 号）

など、地方自治法の別表の規定を技術的に整理するものが多い。 
 
56 2001（平成 13）年：弁護士法の一部を改正する法律等による改正 
 2001（平成 13）年には、弁護士法の一部を改正する法律（平成 13 年法律 41 号）など

16 件の地方自治法の改正法がある。 
 平成 13 年法律 41 号は、地方自治法の住民訴訟関係規定において、「弁護士」と同様に扱

う者として、「弁護士法人」を追加するものである。 
 その他の改正法の多くは、地方自治法の別表を改正するものである。 
 
57 2002（平成 14）年：地方自治法等の一部を改正する法律等による改正 
 2002（平成 14）年には、地方自治法等の一部を改正する法律（平成 14 年法律４号）な

どの 21 件の改正法がある。 
 平成 14 年法律４号は、地方自治法の住民訴訟関係規定において、個人を被告とする訴訟

を地方公共団体の機関を被告とする訴訟とするなど訴訟類型の再構成を行うことや直接請

求関係規定において、請求要件を緩和することなどを内容にしている。 
 これ以外の改正法としては、地方自治法の別表の改正を行うものが多い。別表改正以外

の改正を行うものとしては、地方自治法の兼業禁止規定を改正し、法人の「執行役」を禁

止対象に追加する商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律

（平成 14 年法律 45 号）がある。 
 
58 2003（平成 15）年：第 30 次改正法等による改正 

2003（平成 15）年には、地方自治法の第 30 次改正法（平成 15 年法律 81 号）など 15
件の改正法がある。 
 第 30 次改正法は、都道府県の局部数の法定制等を廃止するとともに、公の施設の管理の

委託に関する制度を見直して、指定管理者制度を導入するものである。 
 その他の改正法は、地方自治法の別表を改正するものである。 
 
59 2004（平成 16）年：第 31 次改正法等による改正 
 2004（平成 16）年には、地方自治法の第 31 次改正法（平成 16 年法律 57 号）など 21
件の改正法がある。 
 第 31 次改正法は、都道府県合併の手続の整備、地域自治区の制度の創設、条例による事

務処理特例の制度の拡充、収入役の制度及び議会の定例会の制度の見直し等を行うもので

ある。 
 その他の改正法としては、地方自治法の別表を改正するもののほか、地方自治法の議決

事件関係規定等を改正する行政事件訴訟法の一部を改正する法律（平成 16 年法律 84 号）、

地方自治法の兼業禁止関係規定及び給料等関係規定を改正する地方公務員法及び地方公共
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団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の一部を改正する法律（平成 16 年法律 85
号）、地方自治法中の「地方労働委員会」を「労働委員会」に改める労働組合法の一部を改

正する法律（平成 16 年法律 140 号）などがある。 
 
60 2005（平成 17）年：一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律等によ

る改正 
 2005（平成 17）年には、一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平

成 17 年法律 113 号）など 15 件の地方自治法の改正法がある。 
 平成 17 年法律 113 号は、調整手当を廃止し地域手当を創設するもので、これに伴い、地

方自治法の手当関係規定も改正するものである。 
 その他の改正法としては、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17
年法律 87 号）が地方自治法の公有財産関係規定中の「短期商工債券」を「短期商工債」に

改めるなどの用語の整理を行うほか、地方自治法別表を改正するものが多い。 
 
61 2006（平成 18）年：第 32 次改正法等による改正 
 2006（平成 18）年には、地方自治法の第 32 次改正法（平成 18 年法律 53 号）など 17
件の改正法がある。 
 第 32 次改正法は、地方公共団体の自主性・自律性の拡大等のため、「助役」を「副市町

村長」と改めるなど副知事・助役制度を見直すこと、出納長及び収入役を廃止し一般職の

会計管理者を置くこと、識見を有する者から選任される監査委員の数を条例で増加するこ

とができるようにすること、クレジットカードによる使用料等の納付を可能とするなどの

財務に関する制度の見直しをすることなどの措置を講ずるものである。 
 その他の改正法としては、地方自治法の別表を改正するもののほか、同法の認可地縁団

体関係規定を改正する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 18
年法律 50 号）、地方自治法の公有財産関係規定を改正する証券取引法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 18 年法律 66 号）、地方自治法の地

方行政機関関係規定を改正する（「防衛庁」を「防衛省」とする）防衛庁設置法等の一部を

改正する法律（平成 18 年法律 118 号）などがある。 
 
62 2007（平成 19）年：地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

等による改正 
 2007（平成 19）年には、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法

律（平成 19 年法律 97 号）、電子記録債権法（平成 19 年法律 102 号）や国家公務員法等の

一部を改正する法律（平成 19 年法律 108 号）など 20 件の改正法がある。 
 平成 19 年法律 97 号は、教育委員会の責任体制の明確化やその体制の充実を図ることの

ほか、地方公共団体の長がスポーツ、文化に関する事務を管理、執行することができるよ

うに措置することなどを内容としていて、これに伴い、地方自治法の別表を改正している。 
 平成 19 年法律 102 号は、地方自治法の債権関係規定を改正するものである。 
 平成 19 年法律 108 号は、地方自治法の地方行政機関規定を改正するものである。 



17 
 

 これら以外の改正法は、地方自治法の別表を改正するものが多い。 
 
63 2008（平成 20）年：第 33 次改正法等による改正 
 2008（平成 20）年には、地方自治法の第 33 次改正法（平成 20 年法律 69 号）など 11
件の改正法がある。 
 第 33 次改正法は、議員立法によるものであり、地方議員の位置付けの明確化のため、地

方議会における協議又は調整を行うための場及び議員報酬に関する規定を整備するもので

ある。 
 この他の改正法は、地方自治法の別表を改正するものが多い。 
 
64 2009（平成 21）年：農地法等の一部を改正する法律等による改正 
 2009（平成 21）年には、農地法等の一部を改正する法律（平成 21 年法律 57 号）や出入

国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入

国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律（平成 21 年法律 79 号）など８件の改正

法がある。 
 平成 21 年法律 57 号は、農地法（昭和 27 年法律 229 号）について大きな制度改正を行

うものであり、地方自治法に関しては農業委員会権限関係規定及び別表を改正している。 
 平成 21 年法律 79 号も出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令 319 号）について大

きな制度改正を行なうものであり、これらに伴い、法定受託事務の追加等があり、地方自

治法の別表が改正されている。 
 この他の改正法も、地方自治法の別表を改正するものが多い。 
 
65 2010 （平成 22）年：地方交付税法等の一部を改正する法律等による改正 
 2010（平成 22）年には、地方交付税法等の一部を改正する法律（平成 22 年法律５号）

や公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平

成 22 年法律 18 号）など７件の改正法がある。 
 平成 22 年法律５号は、地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律（平成 11
年法律 17 号）の改正を行い、それに伴う、地方自治法の別表第１を改正するものである。 
 平成 22 年法律 18 号は、都道府県（知事等）が行う受給資格の認定や就学支援金の支給

の事務等を第１号法定受託事務と区分したことに伴い、地方自治法の別表第１を改正する

ものである。 
 このように、2010 年の改正法には、予算や財政に関連するものが多い。これらに伴い、

法定受託事務の追加等があり、地方自治法の別表が改正されている。 
 
66 2011 （平成 23） 年：第 34 次改正法等による改正 
 2011（平成 23）年には、地方自治法の第 34 次改正法（平成 23 年法律 35 号）など 18
件の改正法がある。 
 第 34 次改正法は、「地域主権改革」に関連する法律の一つとして、地方公共団体の組織

及び運営について、その自由度の拡大を図るため、地方議会の議員定数設定の自由化、共

同設置が可能な機関の範囲の拡大等の措置を講ずるとともに、直接請求の制度についてそ
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の適正な実施を確保するために必要な改正等を行うものである。 
 第 34 次改正法以外にも、2011 年の地方自治法の改正法の中には、地域の自主性及び自

立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第１次一括法 、
平成 23 年法律 37 号）や地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律（第２次一括法、平成 23 年法律 105 号）などの「地域主権改

革」に関連する法律がある。 
 
67 2012 （平成 24） 年：第 35 次改正法等による改正 
 2012（平成 24）年には、地方自治法の第 35 次改正法（平成 24 年法律 72 号）など８件

の改正法がある。 
 第 35 次改正法は、地方公共団体の議会における通年議会制の導入等、再議制度及び専決

処分の見直しによる長の適切な権限の行使の確保、直接請求の要件緩和による住民自治の

さらなる充実、国等による違法確認訴訟制度の創設等の措置を講ずるものである。 
 その他の改正法は、地方自治法の別表等を改正するものである。 
 
今後の展望 結語に代えて  
 この部分の内容は、下記の「V まとめ」のとおりである。 
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Ⅴ まとめ（結果・考察） 
402 件の地方自治法の改正法についての考察により得られた主な知見と、それに基づく今

後の展望の要点は、次のとおりである。 
 第一に、今後も地方自治法の改正は頻繁に行われるであろう。地方自治法の改正法のう

ち、重要な改正を行うことが多い本則改正法（本論文では、これを「第○次改正法」とし

ている）は、66 年間で 35 件ある。最近でも、例えば、地方分権一括法（平成 11 年法律 87
号）以降の、2000 年から 2012 年の 13 年間で、第 29 次から第 35 次の 7 件と、2 年に 1
回以上のペースで、こうした本則改正法が制定されている 。また、地方分権一括法による

地方自治法の改正によって、法定受託事務を示す同法の別表第 1 及び第 2 が他法によって

改正可能となっているので、法定受託事務に関係する規定が改正されるたびに、地方自治

法の別表も動くことなる。別表のみの改正法は、402 件のうち 213 件と半数以上になって

いる。地方自治法の別表改正は、それ自体は形式的な改正である。しかし、この別表改正

により法定受託事務の最新状況が一覧表の形で提示され、その全体像が国民に明らかにな

り、国会における慎重審議等を通じてその増加を牽制する効果が期待されるなどの実質的

な意味を持つ。こうした改正は、今後も頻繁に行われるであろう。 
第二に、今後も、地方分権改革のための地方自治法の改正が行われるであろう。地方自

治法制定前の 1946 年の大村内務大臣による国会答弁において、「地方分権的」という言葉

が使用されていることには、驚きを感じるとともに、地方分権という課題が我が国の自治

制度にとって、「永遠」 であるかどうかは別として、「長年の課題」であることを改めて認

識させられる。今後も、例えば、2001 年 6 月 14 日の地方分権推進委員会「最終報告」の

「第 4 章 分権改革の更なる飛躍を展望して」が示す論点や法定受託事務の量的拡大を抑

制しつつ、その「地方公共団体の事務性」をいかに高めていくかなど、多くの地方分権に

関する論点が自治制度の課題として認識され、その改革のための地方自治法の改正が行わ

れるであろうと展望している。 
 第三に、地方自治法の規律密度は、個々の制度の定着とともに、下がっていくであろう。

例えば、都道府県の法定局部制の廃止（平成 15 年法律 81 号）や議員定数制限の廃止（平

成 23 年法律 35 号）など、一定の時間をかけながらであるが、地方自治法自体の「規制」

は段階的に緩和されてきた。こうした改正は、今後も行われるであろう。ただし、いわゆ

る政治主導の「勢い」に任せて、改正理由の説明が十分にできないような改正に陥ること

ないように注意が必要である。 
 第四に、地方自治法改正法には、妥協的な要素を持つ規定が含まれていくであろう。地

方自治法の規定は、改正についての様々な意見の調整の結果として創造されるものがある。

その代表例が、指定都市の規定（昭和 31 年法律 147 号）である 。地方自治法の改正には、

地方制度調査会における地方六団体からの意見聴取を経る場合が多い。それをバイパスし

ようとしても、地方六団体等からの意見が、法案提出等に影響することもある（平成 24 年

法律 72 号）。もちろん、国会における政治の諸勢力も、地方自治法の改正に大きな影響を

与える。地方自治法改正法においても、他法と同様に、議員立法がと一定割合（約 15％）

あり、閣法（政府提案）の地方自治法改正法も、国会における修正を受けることがある。

関係者の利害が錯綜する地方自治法の規定においては、今後も、妥協的な規定が実定法化

され得る。 
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 第五に、地方自治法の条文数を単純に減らすことが良策であるのかについては、慎重な

検討を要しよう。「地方自治基本法」の提案の中には、地方自治法の条文数の多さなどを問

題視し、その簡素化を進めるべきとの意見がある 。地方自治法の個々の条文の必要性を検

討した上で、法律で規定する必要性が低下した条文を廃止することなどは、妥当な改正で

ある。しかし、内容の検討を抜きにして、単純に何割減らすと言うような議論は、運動論

としては一定の意味があると思われるが、憲法附属法の性格を有する地方自治法の改正を

行う際には、より丁寧な議論が必要である。憲法附属法の動きは、憲法秩序を変更し得る

ものであることを、地方自治法の改正に影響を与えることができる立場の方には、意識し

ていただきたい。 
 第六に、今後、急速に進行する大都市における高齢化など社会の変化が地方自治法の改

正に大きな影響を与えるであろう。どのように影響を与えるかは、現時点では、予測でき

ていない。しかし、「住民福祉の増進を図ること」が地方公共団体の「基本」（地方自治法 1
条の 2 第 1 項）である以上、高齢化の進展を踏まえた、例えば住民に関係する規定の改正

が地方自治法改正においても必要となる可能性が大きいと思われる。 
 第七に、地方自治法のこれまでの改正は、今後の同法の改正に貴重な知見を与えてくれ

よう。「経験のはたらきによって、過去は現在に生きる」（大石眞「第二版はしがき」『日本

憲法史〔第 2 版〕』（有斐閣、2005 年）とされる。拙い本論文が、「経験のはたらき」に少

しでも資するものであることを願っている。 
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